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問介護事業所以外の指定夜間対応型訪問介護事業所が指定夜間 問介護事業所以外の指定夜間対応型訪問介護事業所が指定夜間

対応型訪問介護を行った場合に、夜間対応型訪問介護費は、算 対応型訪問介護を行った場合に、夜間対応型訪問介護費は、算

定しない。 定しない。

ハ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町

村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、 村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、

指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分 指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、⑴については１回につき、⑵については１月につき、次 に従い、⑴については１回につき、⑵については１月につき、次

に掲げる所定単位数を加算する。 に掲げる所定単位数を加算する。

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位 ⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 84単位 ⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 84単位

ニ 介護職員処遇改善加算 ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た指定夜間 の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た指定夜間

対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜間対応型訪問介 対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜間対応型訪問介

護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成27年３月31 護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成27年３月31

日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、 日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからハまでにより算定した単位 ⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからハまでにより算定した単位

数の1000分の40に相当する単位数 数の1000分の40に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の

90に相当する単位数 90に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の

80に相当する単位数 80に相当する単位数

３ 認知症対応型通所介護費 ３ 認知症対応型通所介護費

イ 認知症対応型通所介護費(Ⅰ) イ 認知症対応型通所介護費(Ⅰ)

⑴ 認知症対応型通所介護費(ⅰ) ⑴ 認知症対応型通所介護費(ⅰ)

㈠ 所要時間３時間以上５時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上５時間未満の場合

ａ 要介護１ 589単位 ａ 要介護１ 593単位

ｂ 要介護２ 648単位 ｂ 要介護２ 652単位

ｃ 要介護３ 708単位 ｃ 要介護３ 712単位

ｄ 要介護４ 768単位 ｄ 要介護４ 773単位

ｅ 要介護５ 827単位 ｅ 要介護５ 832単位

㈡ 所要時間５時間以上７時間未満の場合 ㈡ 所要時間５時間以上７時間未満の場合
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ａ 要介護１ 904単位 ａ 要介護１ 910単位

ｂ 要介護２ 1,001単位 ｂ 要介護２ 1,007単位

ｃ 要介護３ 1,097単位 ｃ 要介護３ 1,104単位

ｄ 要介護４ 1,194単位 ｄ 要介護４ 1,201単位

ｅ 要介護５ 1,291単位 ｅ 要介護５ 1,299単位

㈢ 所要時間７時間以上９時間未満の場合 ㈢ 所要時間７時間以上９時間未満の場合

ａ 要介護１ 1,030単位 ａ 要介護１ 1,036単位

ｂ 要介護２ 1,141単位 ｂ 要介護２ 1,148単位

ｃ 要介護３ 1,253単位 ｃ 要介護３ 1,261単位

ｄ 要介護４ 1,365単位 ｄ 要介護４ 1,374単位

ｅ 要介護５ 1,477単位 ｅ 要介護５ 1,486単位

⑵ 認知症対応型通所介護費(ⅱ) ⑵ 認知症対応型通所介護費(ⅱ)

㈠ 所要時間３時間以上５時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上５時間未満の場合

ａ 要介護１ 533単位 ａ 要介護１ 536単位

ｂ 要介護２ 586単位 ｂ 要介護２ 590単位

ｃ 要介護３ 639単位 ｃ 要介護３ 643単位

ｄ 要介護４ 693単位 ｄ 要介護４ 697単位

ｅ 要介護５ 746単位 ｅ 要介護５ 751単位

㈡ 所要時間５時間以上７時間未満の場合 ㈡ 所要時間５時間以上７時間未満の場合

ａ 要介護１ 813単位 ａ 要介護１ 818単位

ｂ 要介護２ 899単位 ｂ 要介護２ 905単位

ｃ 要介護３ 986単位 ｃ 要介護３ 992単位

ｄ 要介護４ 1,072単位 ｄ 要介護４ 1,079単位

ｅ 要介護５ 1,159単位 ｅ 要介護５ 1,166単位

㈢ 所要時間７時間以上９時間未満の場合 ㈢ 所要時間７時間以上９時間未満の場合

ａ 要介護１ 924単位 ａ 要介護１ 930単位

ｂ 要介護２ 1,024単位 ｂ 要介護２ 1,030単位

ｃ 要介護３ 1,124単位 ｃ 要介護３ 1,131単位

ｄ 要介護４ 1,224単位 ｄ 要介護４ 1,232単位

ｅ 要介護５ 1,324単位 ｅ 要介護５ 1,332単位

ロ 認知症対応型通所介護費(Ⅱ) ロ 認知症対応型通所介護費(Ⅱ)

⑴ 所要時間３時間以上５時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 268単位 ㈠ 要介護１ 270単位

㈡ 要介護２ 278単位 ㈡ 要介護２ 280単位

㈢ 要介護３ 287単位 ㈢ 要介護３ 289単位
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㈣ 要介護４ 297単位 ㈣ 要介護４ 299単位

㈤ 要介護５ 307単位 ㈤ 要介護５ 309単位

⑵ 所要時間５時間以上７時間未満の場合 ⑵ 所要時間５時間以上７時間未満の場合

㈠ 要介護１ 436単位 ㈠ 要介護１ 439単位

㈡ 要介護２ 451単位 ㈡ 要介護２ 454単位

㈢ 要介護３ 467単位 ㈢ 要介護３ 470単位

㈣ 要介護４ 483単位 ㈣ 要介護４ 486単位

㈤ 要介護５ 499単位 ㈤ 要介護５ 502単位

⑶ 所要時間７時間以上９時間未満の場合 ⑶ 所要時間７時間以上９時間未満の場合

㈠ 要介護１ 503単位 ㈠ 要介護１ 506単位

㈡ 要介護２ 521単位 ㈡ 要介護２ 524単位

㈢ 要介護３ 539単位 ㈢ 要介護３ 542単位

㈣ 要介護４ 557単位 ㈣ 要介護４ 560単位

㈤ 要介護５ 575単位 ㈤ 要介護５ 579単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介 て市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業所（指定地域密着型サービス基準第42条第１項に規定す 護事業所（指定地域密着型サービス基準第42条第１項に規定す

る単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以 る単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以

下同じ 又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所（指定地 下同じ 又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所（指定地

域密着型サービス基準第45条第１項に規定する共用型指定認知 域密着型サービス基準第45条第１項に規定する共用型指定認知

症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ において、指定認 症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ において、指定認

知症対応型通所介護（指定地域密着型サービス基準第41条に規 知症対応型通所介護（指定地域密着型サービス基準第41条に規

定する指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ を行った 定する指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ を行った

場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状 場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状

態区分に応じて、現に要した時間ではなく、認知症対応型通所 態区分に応じて、現に要した時間ではなく、認知症対応型通所

介護計画（指定地域密着型サービス基準第52条第１項に規定す 介護計画（指定地域密着型サービス基準第52条第１項に規定す

る認知症対応型通所介護計画をいう に位置付けられた内容の る認知症対応型通所介護計画をいう に位置付けられた内容の

指定認知症対応型通所介護を行うのに要する標準的な時間で、 指定認知症対応型通所介護を行うのに要する標準的な時間で、

それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看護 それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看護

職員（看護師又は准看護師をいう。以下同じ 若しくは介護職 職員（看護師又は准看護師をいう。以下同じ 若しくは介護職

員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、 員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。

２ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、 ２ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、

所要時間２時間以上３時間未満の指定認知症対応型通所介護を 所要時間２時間以上３時間未満の指定認知症対応型通所介護を

行う場合は、注１の施設基準に掲げる区分に従い、イ⑴㈠若し 行う場合は、注１の施設基準に掲げる区分に従い、イ⑴㈠若し
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くは⑵㈠又はロ⑴の所定単位数の100分の63に相当する単位数を くは⑵㈠又はロ⑴の所定単位数の100分の63に相当する単位数を

算定する。 算定する。

３ 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間７時間以上 ３ 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間７時間以上

９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った場合又は所要 ９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った場合又は所要

時間７時間以上９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行っ 時間７時間以上９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行っ

た後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該 た後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該

指定認知症対応型通所介護の所要時間と当該指定認知症対応型 指定認知症対応型通所介護の所要時間と当該指定認知症対応型

通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算し 通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算し

た時間（以下この注において「算定対象時間」という が９時 た時間（以下この注において「算定対象時間」という が９時

間以上となるときは、算定対象時間が９時間以上10時間未満の 間以上となるときは、算定対象時間が９時間以上10時間未満の

場合は50単位を、10時間以上11時間未満の場合は100単位を、11 場合は50単位を、10時間以上11時間未満の場合は100単位を、11

時間以上12時間未満の場合は150単位を所定単位数に加算する。 時間以上12時間未満の場合は150単位を所定単位数に加算する。

４ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市 ４ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市

町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、１ 町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、１

日につき50単位を所定単位数に加算する。 日につき50単位を所定単位数に加算する。

５ 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日120分以上、専 ５ 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日120分以上、専

ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、 ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧 言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧

師（以下「理学療法士等」という を１名以上配置しているも 師（以下「理学療法士等」という を１名以上配置しているも

のとして市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護の利用 のとして市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護の利用

者に対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談 者に対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談

員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計 員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計

画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行ってい 画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行ってい

る場合には、個別機能訓練加算として、１日につき27単位を所 る場合には、個別機能訓練加算として、１日につき27単位を所

定単位数に加算する。 定単位数に加算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市 ６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市

町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事 町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事

業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、若 業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、若

年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政令第412号） 年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政令第412号）

第２条第６号に規定する初老期における認知症によって要介護 第２条第６号に規定する初老期における認知症によって要介護

者となった者をいう。以下同じ に対して、指定認知症対応型 者となった者をいう。以下同じ に対して、指定認知症対応型

通所介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加算として、 通所介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加算として、

１日につき60単位を所定単位数に加算する。 １日につき60単位を所定単位数に加算する。

７ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村 ７ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村

長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある 長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある
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利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的とし 利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的とし

て、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、 て、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、

利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの 利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの

（以下この注において「栄養改善サービス」という を行った （以下この注において「栄養改善サービス」という を行った

場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に２ 場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に２

回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算する。た 回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算する。た

だし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状 だし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状

態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを 態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを

引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き 引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き

続き算定することができる。 続き算定することができる。

イ 管理栄養士を１名以上配置していること。 イ 管理栄養士を１名以上配置していること。

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看

護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下この 護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下この

注において「管理栄養士等」という が共同して、利用者ご 注において「管理栄養士等」という が共同して、利用者ご

との摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を との摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を

作成していること。 作成していること。

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善

サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的 サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的

に記録していること。 に記録していること。

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価して ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価して

いること。 いること。

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併 ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症 設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症

対応型通所介護事業所であること。 対応型通所介護事業所であること。

８ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村 ８ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村

長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれ 長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれ

のある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的と のある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的と

して、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂 して、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂

食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用 食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用

者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以 者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以

下この注において「口腔機能向上サービス」という を行った 下この注において「口腔機能向上サービス」という を行った

場合は、口腔機能向上加算として、３月以内の期間に限り１月 場合は、口腔機能向上加算として、３月以内の期間に限り１月

に２回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算す に２回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算す

る。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用 る。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用

者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向 者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向
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上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者につ 上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者につ

いては、引き続き算定することができる。 いては、引き続き算定することができる。

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して

いること。 いること。

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯 ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯

科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の 科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の

者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作 者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作

成していること。 成していること。

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、 ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、

歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行ってい 歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行ってい

るとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。 るとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期 ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期

的に評価していること。 的に評価していること。

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併 ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症 設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症

対応型通所介護事業所であること。 対応型通所介護事業所であること。

９ 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入 ９ 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入

居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同 居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同

生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介 生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービスを受け 護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービスを受け

ている間は、認知症対応型通所介護費は、算定しない。 ている間は、認知症対応型通所介護費は、算定しない。

10 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共 10 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共

用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物に居住する者 用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物に居住する者

又は単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは 又は単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは

共用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物から当該単 共用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物から当該単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型 独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型

指定認知症対応型通所介護事業所に通う者に対し、指定認知症 指定認知症対応型通所介護事業所に通う者に対し、指定認知症

対応型通所介護を行った場合は、１日につき94単位を所定単位 対応型通所介護を行った場合は、１日につき94単位を所定単位

数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情により 数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情により

送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎を行った場 送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎を行った場

合は、この限りでない。 合は、この限りでない。

ハ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町

村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所 村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所

又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、 又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、
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指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区 指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区

分に従い、１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、 分に従い、１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位 ⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６単位 ⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６単位

ニ 介護職員処遇改善加算 ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た単独型・ の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対 併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対

応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介 応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介

護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成27年３月31 護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成27年３月31

日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、 日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからハまでにより算定した単位 ⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからハまでにより算定した単位

数の1000分の29に相当する単位数 数の1000分の29に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の

90に相当する単位数 90に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の

80に相当する単位数 80に相当する単位数

４ 小規模多機能型居宅介護費 ４ 小規模多機能型居宅介護費

イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき） イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

⑴ 要介護１ 11,430単位 ⑴ 要介護１ 11,505単位

⑵ 要介護２ 16,325単位 ⑵ 要介護２ 16,432単位

⑶ 要介護３ 23,286単位 ⑶ 要介護３ 23,439単位

⑷ 要介護４ 25,597単位 ⑷ 要介護４ 25,765単位

⑸ 要介護５ 28,120単位 ⑸ 要介護５ 28,305単位

注１ 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ 注１ 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ

ス基準第63条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事 ス基準第63条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事

業所をいう。以下同じ に登録した者について、登録者の要介 業所をいう。以下同じ に登録した者について、登録者の要介

護状態区分に応じて、登録している期間１月につきそれぞれ所 護状態区分に応じて、登録している期間１月につきそれぞれ所

定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数が 定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数が

別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労

働大臣が定めるところにより算定する。 働大臣が定めるところにより算定する。




